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自 2021年４月１日 至 2022年３月31日

エン・ジャパン株式会社

「業務の適正を確保するための体制」、連結計算書類の「連結株主資本等変動計算
書」「連結注記表」および計算書類の「株主資本等変動計算書」「個別注記表」に
つきましては、法令および当社定款に基づき、インターネット上の当社ウェブサ
イト（https://corp.en-japan.com/IR/report.html）に掲載することにより株主
の皆様へご提供しております。
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業務の適正を確保するための体制
取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正を確保するため
の体制についての決定内容の概要は、以下のとおりであります。

【内部統制システムに関する基本的な考え方、その整備状況及び運用状況】
① 基本的考え方
当社は、その事業を通じて、株主やクライアント等様々なステークホルダーをはじめ、広く社会に役立つ
存在でありたいと考えております。そのために、当社グループ全体として経営環境の変化に対応できる組織
体制を構築することを重要な施策と位置付けており、当社グループの健全な成長のため、コーポレート・ガ
バナンスの強化と充実を図り、公正な経営システム作りに取り組んでおります。
また、役職員の倫理観・誠実さを高めることは、様々なステークホルダーの真の信頼を得るうえで、基本
的な前提となると考えております。当社の経営理念の一つに、社会に対して正しいことを行い、社会に役立
つ存在たることが当社の存在意義であることを謳った「社会正義性」があります。今後もこの理念・考え方
を役職員の行動の支柱に据えて、コンプライアンスに関する教育の徹底等内部管理体制の更なる整備を進
め、これを適正に機能させることによって、健全な経営を確保してまいります。

② 整備の状況
イ．当社及び当社グループ各社の取締役及び使用人の職務の執行が効率的に行われることを確保するための
体制
当社は定時取締役会を毎月１回開催しており、必要に応じ臨時取締役会を随時開催し、機動的に当社
グループの重要事項を審議し、意思決定を行える体制を整備しております。また、取締役会は、取締役
の職務の執行を監督する機関と位置付け、業務の適正を確保しております。取締役会は経営計画を達成
するための具体的な施策を立案・推進し、目標達成状況と阻害要因を把握し、対応策を講じておりま
す。

ロ．当社及び当社グループ各社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する
ための体制
当社のコンプライアンス統括部門は、当社グループ全体のコンプライアンス体制を整備し、コンプラ
イアンス活動を横断的に推進する業務を担っております。コンプライアンス統括部門がグループ各社と
連携して、担当地域内のコンプライアンス体制を整備し、法令・社内規則等の遵守をはじめとするコン
プライアンス活動を推進しております。
内部監査担当部門は、代表取締役社長直轄である内部監査室が担当しており、内部統制に係るコンプ
ライアンスの状況の監視に努めております。また、内部監査を定期的に実施しており、その結果につい
ては、監査役と積極的に情報交換を行うなど連携を図っております。なお、内部監査報告書について
は、内部監査室長から代表取締役社長へ提出されております。
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内部通報制度としては、「公益通報の取扱いに関する規則」により、使用人はコンプライアンス上、
疑義ある行為を認識した場合には社内専用窓口へ通報し、また、会社は当該通報者を保護する体制を構
築しております。

ハ．当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役の職務の執行に係る情報は、文章（電磁的方法により記録したものを含む。）の保存期間、管
理の方法その他についての規程を策定し、当該規程に従い情報を適切に保存及び管理しております。

ニ．当社及び当社グループ各社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
日々の業務遂行に係るリスクについては、当社グループの各部門責任者が一括してこれを予測して計

測するとともに、予防に努めております。また、各事業部門に係るリスクについては、取締役会又は代
表取締役社長に報告され迅速かつ適切な措置を講じております。
有事においては、代表取締役社長を責任者とする対策本部を設置し、顧問弁護士等の専門家と連携

し、迅速な対応により、損害の拡大を防止し、これを最小限に止める体制を構築いたします。

ホ．当社及び当社グループから成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
関係会社の管理は、当社「関係会社管理規程」に従って管理部門が総括管理し、各関係部門が連携し
て行っております。同規程に基づき、一定の事項については、当社の取締役会決議を求め、又は取締役
会及び関係部門への報告を義務付けております。

ヘ．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制
監査役の求めにより、監査役の職務を補助すべき使用人が要請された場合は、取締役は、監査役の職
務を補助すべき使用人として適切な人材を配置します。この者は、監査役の指示のもと、自らあるいは
関連部門と連携して、監査対象の調査・分析・報告を行い、必要に応じて監査役を補佐して実査を行い
ます。

ト．監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項並びに当該使用人に対する指示の
実効性の確保に関する事項
監査役の職務を補助すべき使用人につき、人事評価・人事異動・懲戒処分に処する場合には、人事担
当責任者は事前に監査役会に報告するとともに、必要がある場合には、監査役会の承認を得るものとし
ます。
また、当該使用人に対する指揮命令は監査役が行います。
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チ．取締役及び使用人が監査役に報告するための体制及び報告をした者がそれを理由として不利な取り扱い
を受けないことを確保するための体制
取締役又は使用人は、法令に定める事項や全社的に重大な影響を及ぼす事項に加え、監査役の求めに
応じて、内部監査の実施状況、個人情報の保護管理状況及びその内容等を速やかに報告しております。
また、当社は役員・使用人に対して、会社の方針、事業活動等が法令・規則又は社内規則・方針に違
反している（若しくは違反のおそれがある）と確信する場合、その旨を速やかに報告することを奨励し
ております。
監査役に対する報告であるか否かにかかわらず、当社はかかる報告を行った者を公正に取り扱い、一
切の報復措置を許容しない体制を構築し、維持しております。

リ．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
取締役は、監査役の職務の執行にあたり、監査役が必要と認めた場合に、弁護士、公認会計士等の外
部専門家との連携が図れる環境を提供しております。

③ 運用の状況
当社では、「業務の適正を確保するための体制」に基づき、社内体制を整備するとともに、適切な運用に
努めております。当事業年度における運用状況の概要は、以下のとおりであります。

イ．取締役の職務の執行について
当社及び当社グループの取締役の職務執行については、社内規程に則り執行されており、コンプライ
アンスやリスク管理に対応しております。また、取締役会においては、重要な意思決定、職務執行の状
況報告等について活発な意見交換が行われ、監督がなされており、実効性が確保されております。な
お、取締役会の資料及び議事録は、適切に保管されております。

ロ．リスク管理体制について
管理部門の責任者を中心として、当社グループのリスク状況の区分・把握・報告、規程の立案・制定
を含むリスク管理体制の整備を行うとともに、未然防止策・対応策の立案・実行その他必要な事項の実
施に関し、モニタリングを行い、これらの活動状況に関し、当社の取締役会に対して報告を行っており
ます。

ハ．内部監査の実施について
内部監査室を設置しており、当社内の各部門が、法令、定款、規程その他社会規範等に則した適切な
業務運営がなされているか、書類の閲覧及びヒアリング等を通じて監査を行っております。内部監査室
長は、これらの監査結果について、代表取締役社長及び監査役会に対して報告を行っております。
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ニ．監査役の職務の執行について
常勤監査役１名は、取締役会に出席するほか、役職員に対し個別のヒアリングを行うことにより、取
締役の業務の執行状況やコンプライアンスに関する問題点を確認するとともに、会計監査人及び内部監
査委員会とも情報交換を行っており、経営監視機能の強化及び向上を図っております。

【反社会的勢力排除に向けた基本方針】
当社は、社会の秩序や企業の健全な活動に影響を与える反社会的勢力に対しては、警察等関連機関と連携

し、毅然とした姿勢で組織的に対応することを基本方針とし、役員・社員に周知徹底を図っております。
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連結株主資本等変動計算書（2021年４月１日から2022年３月31日まで） （単位：百万円）

株 主 資 本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 1,194 998 39,399 △5,228 36,365
会計方針の変更による累積的影
響額 △1,098 △1,098
会計方針の変更を反映した当期首
残高 1,194 998 38,301 △5,228 35,266

当期変動額
剰余金の配当 △1,750 △1,750
親会社株主に帰属する当期純利益 6,628 6,628
自己株式の取得 △0 △0
自己株式の処分 △9 49 40
連結範囲の変動 10 △31 △21
株式交換による変動 △97 109 12
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） －
当期変動額合計 － △96 4,846 159 4,909
当期末残高 1,194 902 43,147 △5,068 40,176

その他の包括利益累計額
新株予約権 非支配

株主持分 純資産合計その他有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

その他の包括
利益累計額

当期首残高 113 △167 △53 136 408 36,856
会計方針の変更による累積的影響
額 △1,098
会計方針の変更を反映した当期首
残高 113 △167 △53 136 408 35,758

当期変動額
剰余金の配当 △1,750
親会社株主に帰属する当期純利益 6,628
自己株式の取得 △0
自己株式の処分 40
連結範囲の変動 △21
株式交換による変動 12
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △10 491 480 △11 24 492
当期変動額合計 △10 491 480 △11 24 5,402
当期末残高 102 324 426 124 432 41,160
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連結注記表
（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
１．連結の範囲に関する事項
（1）連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

連結子会社の数 13社
連結子会社の名称
エンワールド・ジャパン株式会社
en-Asia Holdings Ltd.
Navigos Group, Ltd.
Navigos Group Vietnam Joint Stock Company
Nhan Luc Viet Development&Education Company Limited
New Era India Consultancy Pvt. Ltd.
Future Focus Infotech Pvt. Ltd.
Future Focus Infotech FZE
Focus America INC
英才網聯（北京）科技有限公司
株式会社ゼクウ
アウルス株式会社
株式会社Brocante

従来、連結子会社でありましたen world Recruitment（Thailand）Co., Ltd.及びen
Holdings（Thailand）Ltd.は連結計算書類に与える影響が低下したため、当連結会計年
度より連結の範囲から除外しております。

（2）主要な非連結子会社の名称
株式会社Insight Tech 他６社

（連結の範囲から除いた理由）
非連結子会社は、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持

分に見合う額）等が、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、連結の
範囲から除外しております。
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２．持分法の適用に関する事項
（1）持分法を適用した非連結子会社 ―社

（2）持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の名称
株式会社Insight Tech 他７社

（持分法を適用しない理由）
持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社は、当期純損益（持分に見合う額）

及び利益剰余金（持分に見合う額）等が、いずれも連結計算書類に及ぼす影響が軽微であ
り、かつ、全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。

３．会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券の評価基準及び評価方法
イ 満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）
ロ その他有価証券
市場価格のない株式
等以外のもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純
資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式
等

移動平均法による原価法

なお、投資事業有限責任組合及びこれに類する組合への出資（金融商品取引法第２条
第２項により有価証券とみなされるもの）については、組合契約に規定される決算報告
日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によ
っております。

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法
イ 仕 掛 品 個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法）
ロ 貯 蔵 品 最終仕入原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法)
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（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産
（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、建物（附属設備を除
く）並びに2016年４月１日以後に取得した建物附属設備及び
構築物については、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建 物 ８年～25年
器具 及び 備品 ２年～20年
また、2007年３月31日以前に取得したものについては、償
却可能限度額まで償却が終了した翌年から５年間で均等償却す
る方法によっております。

② 無形固定資産
（リース資産を除く）

定額法を採用しております。なお、ソフトウェア（自社利
用）は、性質に応じて利用可能期間を５年と見込んでおりま
す。

③ リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法に
よっております。

（3）重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に
回収の可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込
額のうち当連結会計年度の負担額を計上しております。

③ 役員賞与引当金 役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額
のうち当連結会計年度に見合う分を計上しております。

④ 株式給付引当金 株式給付規則に基づく従業員の当社株式の給付に備えるた
め、当連結会計年度末における株式給付債務の見込額に基づき
計上しております。
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(4)重要な収益及び費用の計上基準
当社グループの顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の
内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおり
であります。
① 国内求人サイト
国内求人サイトは、正社員・派遣社員等の採用需要がある顧客に対して、当社グループが

運営する求人サイトへの広告掲載サービスを提供することにより、顧客から広告掲載料を得
ております。求人サイトへの広告掲載については、契約期間にわたりサービスを提供するも
のであるため、時の経過に応じて履行義務が充足されると判断し、当該契約期間で按分して
収益を認識しております。

② 国内人材紹介
国内人材紹介は、社員の中途採用の需要がある顧客に対して、転職希望者を紹介する人材

紹介サービスを提供することにより、顧客から紹介料を得ております。顧客への人材紹介に
ついては、転職希望者の入社を成立させる成果報酬型のサービスを提供するものであるた
め、転職希望者が入社をした時点で履行義務が充足されると判断し、収益を認識しておりま
す。

③ 海外事業
海外事業は、上海・ベトナム・インドを中心に、求人サイトの運営や人材紹介サービスの

提供、人材派遣サービスの提供をしております。人材派遣については、専門職等の人材需要
がある顧客に対して、人材の派遣をすることにより、顧客から派遣手数料を得ております。
派遣サービスについては、契約に基づき労働力を提供するものであるため、派遣社員による
労働力の提供に応じて履行義務が充足されると判断し、派遣期間の稼働実績に応じて収益を
認識しております。なお、求人サイトの運営及び人材紹介サービスの提供に係る主な履行義
務の内容等は①及び②の国内事業と同様であります。

④ HR-Tech
HR-Techは、主に自社採用ホームページ制作等の無償サービスの提供に付随した採用支

援ツールの利用により、顧客から利用料を得ております。採用支援ツールの利用について
は、契約に基づき当ツールの利用頻度に応じて請求をするものであるため、利用された時点
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で履行義務が充足されると判断し、収益を認識しております。

(5) のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却については、その効果が発現すると見積られる期間で均等償却しております。

（会計方針の変更）
（収益認識に関する会計基準等の適用）
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識
会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配
が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認
識することとしております。これにより、当社グループの求人広告の掲載事業において、従
来、顧客から受け取る対価の総額を一時点で収益を認識しておりましたが、一定の期間にわた
り履行義務を充足するにつれて収益を認識する方法に変更しております。また、従来、代理店
を通した求人広告の掲載等の取引は純額で収益を認識しておりましたが、当社グループが本人
に該当する場合は総額で収益を認識する方法に変更しております。
収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的
な取扱いに従っており、当連結会計年度期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累
積的影響額を、当連結会計年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方
針を適用しております。
また、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示していた、「受取手形
及び売掛金」は、当連結会計年度より「受取手形、売掛金及び契約資産」に含めて表示してお
ります。ただし、収益認識会計基準第89－２項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計
年度について新たな表示方法による組替えを行っておりません。
この結果、当連結会計年度の連結損益計算書は、売上高は2,046百万円増加し、販売費及び
一般管理費は2,543百万円増加し、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞ
れ496百万円減少しております。また、利益剰余金の当期首残高は1,098百万円減少しており
ます。
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（時価の算定に関する会計基準等の適用）
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定
会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び
「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44－２項に定める
経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を将来にわたって適用
することとしております。なお、連結計算書類に与える影響はありません。
また、「金融商品関係」注記において、金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
等の注記を行うこととしました。

（重要な会計上の見積り）
会計上の見積りは、連結計算書類作成時に入手可能な情報に基づいて合理的な金額を算出し
ております。当連結会計年度の連結計算書類に計上した会計上の見積りによる金額のうち、翌
連結会計年度の連結計算書類に重要な影響を及ぼすリスクがある項目は以下のとおりです。

のれんの減損
当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額及びその他の情報
① 算出方法
当社グループは当連結会計年度において、１つの資産グループ（のれん残高410百万

円）について、のれんを含む、より大きな単位について減損の兆候があると判断いたし
ましたが、減損損失の認識の判定において、当該資産グループから得られる割引前将来
キャッシュ・フローの総額がその帳簿価額を上回っていたことから、減損損失を認識し
ておりません。
② 主要な仮定
のれんの減損損失の認識の判定にあたり、資産グループの継続的使用によって生じる
将来キャッシュ・フローの見積りは、取締役会が承認した事業計画をもとに作成してお
り、事業計画における主要な仮定は成約単価及び成約件数と考えております。
③ 翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
事業計画に含まれる主要な仮定は見積りの不確実性が高く、これらの主要な仮定に変
更が生じた場合には、当初見込んでいた収益が得られず、翌連結会計年度におけるのれ
んの評価に重要な影響を与える可能性があります。
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（追加情報）
（新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に関する会計上の見積り）
新型コロナウイルス感染症の拡大は経済や企業活動に広範な影響を与える事象であり、その

収束時期や影響の度合いを合理的に予測することは困難ではあるものの、繰延税金資産の回収
可能性等に関する会計上の見積りにあたっては、入手可能な内部及び外部の情報等を踏まえ、
当社グループの事業に与える影響は限定的であると仮定し、会計上の見積りを行っておりま
す。
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（連結貸借対照表に関する注記）
※１．受取手形及び売掛金のうち、顧客との契約から生じた債権の金額は、それぞれ以下のと

おりであります。

当連結会計年度
(2022年３月31日)

受取手形 0百万円
売掛金 5,438 〃
契約資産 28 〃

※２．前受金のうち、契約負債の金額は、以下のとおりであります。

当連結会計年度
(2022年３月31日)

契約負債 3,785百万円

※３．有形固定資産の減価償却累計額 1,720百万円
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（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
（1）発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首
株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
株式数

発 行 済 株 式

普 通 株 式 49,716,000株 －株 －株 49,716,000株

合 計 49,716,000株 －株 －株 49,716,000株

自 己 株 式

普 通 株 式 4,923,672株 109株 128,404株 4,795,377株

合 計 4,923,672株 109株 128,404株 4,795,377株

（注）１．当連結会計年度期首及び当連結会計年度末の自己株式数には、信託が保有する自社の株式が、それぞ
れ2,384,400株、2,347,500株含まれております。

２．自己株式の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。
３．自己株式の減少は、ストックオプションの行使、信託が保有する株式の給付及び第三者割当による自

己株式の処分によるものであります。

（2）剰余金の配当に関する事項
① 配当金支払額等

決 議 株式の種類 配当金の総額 １株当たりの
配 当 額 基 準 日 効力発生日

2021年６月24日
定 時 株 主 総 会 普通株式 1,750百万円 37.1円 2021年３月31日 2021年６月25日

（注） 2021年６月24日定時株主総会による配当金の総額には、信託が保有する自社の株式に対する配当金88百
万円が含まれております。
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② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度に
なるもの

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 １株当たり
の配当額 基 準 日 効力発生予定日

2022年６月28日
定 時 株 主 総 会 普通株式 利益剰余金 3,313百万円 70.1円 2022年３月31日 2022年６月29日

（注） 2022年６月28日定時株主総会決議予定による配当金の総額には、信託が保有する自社の株式に対する配
当金164百万円が含まれております。

（3）当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）
の目的となる株式の種類及び数

普 通 株 式 90,800株
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（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用につきましては、余裕資金をもって行い、主に相当期間内に
換金可能で安全性の高い金融商品により運用しております。

（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
現金及び預金の中に含まれている外貨預金は、為替の変動リスクに晒されております

が、定期的に為替相場を把握し、為替の変動リスクを管理しております。
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されておりますが、取引

先ごとの期日管理及び残高管理等の方法により管理するとともに、回収遅延債権について
は毎月の回収会議で報告され個別に対応する体制としております。
有価証券は、主に合同運用の金銭信託及び債券であり、流動性リスクと発行体の信用リ
スクに晒されておりますが、短期間、安全性の高い格付のものに限定することにより、リ
スクを僅少化しております。
投資有価証券のうち、株式及び投資事業有限責任組合等への出資は、発行体や投資先企
業の事業リスク、市場価格の変動リスクに晒されており、一部の外貨建投資事業組合は為
替の変動リスクにも晒されております。これらについては、定期的に発行体や投資事業有
限責任組合等の財務状況等を把握し、保有状況を継続的に見直す等の方法により管理して
おります。
さらに、外貨建債券及び外国投資信託については、発行体や投資先企業の信用リスク、

金利の変動リスク、市場価格の変動リスクに加え、為替の変動リスクにも晒されておりま
す。これらについては、発行体や投資先を安全性の高い金融機関を中心とし、時価や発行
体の格付の変化、為替動向等の金融情勢を継続的に確認することにより管理しておりま
す。
営業債務である買掛金、未払金及び未払法人税等は、流動性リスクに晒されております

が、適時に資金繰り計画を作成することにより管理しております。
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２．金融商品の時価等に関する事項
2022年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次
の通りであります。

（単位：百万円）
連結貸借対照表

計上額 時価 差額
（1）有価証券及び投資有価証券

その他有価証券 2,203 2,203 －
資産計 2,203 2,203 －
（※1） 「現金及び預金」、「受取手形」、「売掛金」、「支払手形及び買掛金」、「未払金」、「未払法人税等」につい

ては、現金であること、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額を近似するものであることから、
記載を省略しております。

（※2） 連結貸借対照表に持分相当額を純額で計上する組合その他これに準ずる事業体への出資については記
載を省略しております。当該出資の連結貸借対照表計上額は1,817百万円であります。

（※3） 市場価格のない株式等は、「（1）有価証券及び投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品
の連結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

（単位：百万円）
区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 731
関係会社株式 680
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３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下

の３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により

算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを

用いて算定した時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン
プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時
価を分類しております。

時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

区分 時価（百万円）
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券及び投資有価
証券
その他有価証券
株式 203 － － 203
その他 － 2,000 － 2,000

資産計 203 2,000 － 2,203

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

有価証券及び投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されている
ため、その時価をレベル１の時価に分類しております。一方で、当社が保有している合同運
用指定金銭信託は、市場での取引頻度が低く、活発な市場における相場価格とは認められな
いため、その時価をレベル２の時価に分類しております。
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（収益認識に関する注記）
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：百万円）

売上高
当連結会計年度

（自 2021年４月１日
至 2022年３月31日）

国内求人サイト 29,460

国内人材紹介 9,649

海外事業 10,975

HR-Tech 3,920

その他事業・子会社 976

調整額 △436

外部顧客への売上高 54,544

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
当社グループは、単一セグメントで構成されており、当セグメントにおいて「国内求人
サイト」「国内人材紹介」「海外事業」「HR-Tech」「その他事業・子会社」に収益を分解し
ております。
当社グループの主要な事業における主な履行義務の内容と、当履行義務を充足する通常

の時点についての情報は、連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に記載してお
ります。
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３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関
係並びに当連結会計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認
識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する情報

(1)契約資産及び契約負債の残高等
(単位：百万円)

当連結会計年度
顧客との契約から生じた債権（期首残高） 4,339
顧客との契約から生じた債権（期末残高） 5,438
契約資産（期首残高） 6
契約資産（期末残高） 28
契約負債（期首残高） 3,759
契約負債（期末残高） 3,785
契約資産は各種サービスから生じる未請求の対価に対する当社グループの権利であり、
対価に対する権利が無条件になった時点で顧客との契約から生じた債権に振り替えられま
す。当該対価は、履行義務の充足時点もしくは契約期間開始時点から概ね２ヶ月以内に支
払いを受けております。
契約負債は契約に基づいて顧客から受け取った前受金であり、当社グループが契約に基
づき履行義務を充足するにつれて（もしくは充足した時点で）収益に振り替えられます。
当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額
は、3,751百万円であります。

(2)残存履行義務に配分した取引価格
当社グループでは、残存履行義務に配分した取引価格の注記にあたって実務上の便法を
適用し、当初に予想される契約期間が１年以内の契約及び履行したサービスに応じて請求
する権利を有する金額で収益を認識する契約については、注記の対象に含めておりません。
なお、当社グループにおいては、当初に予想される契約期間が１年を超える重要な取引は
ありません。
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（１株当たり情報に関する注記）
１株当たり純資産額 903円89銭
１株当たり当期純利益金額 147円71銭
（注） 株主資本において、自己株式として計上されている信託に残存する自社の株式は、１株当たり当期純

利益金額の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式数に含めており、また、１株当
たり純資産額の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式数に含めております。
なお、１株当たり当期純利益金額の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は2,364,732株
であり、また、１株当たり純資産額の算定上、控除した当該自己株式の期末株式数は2,347,500株で
あります。

（注） 連結計算書類に掲記されている科目、その他の事項の金額は、百万円未満の金額を切り捨てて記載してお
ります。
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株主資本等変動計算書（2021年４月１日から2022年３月31日まで） （単位：百万円）

株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合計資本準備金 その他資本

剰余金
資本剰余金
合計

その他利益剰余金 利益剰余金
合計別途積立金 繰越利益

剰余金
当期首残高 1,194 2,500 428 2,929 2,030 35,522 37,552 △5,228 36,448
会計方針の変更に
よる累積的影響額 △1,098 △1,098 △1,098
会計方針の変更を反
映した当期首残高 1,194 2,500 428 2,929 2,030 34,424 36,454 △5,228 35,350

当期変動額
剰余金の配当 △1,750 △1,750 △1,750
当期純利益 7,341 7,341 7,341
自己株式の取得 △0 △0
自己株式の処分 △9 △9 49 40
株式交換による変動 177 177 109 287
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） － － － －

当期変動額合計 － 177 △9 168 － 5,591 5,591 159 5,919
当期末残高 1,194 2,678 419 3,097 2,030 40,016 42,046 △5,068 41,269

評価・換算差額等
新株予約権 純資産合計その他有価証券

評価差額金
評価・換算
差額等合計

当期首残高 113 113 136 36,698
会計方針の変更に
よる累積的影響額 △1,098
会計方針の変更を反
映した当期首残高 113 113 136 35,600

当期変動額
剰余金の配当 △1,750
当期純利益 7,341
自己株式の取得 △0
自己株式の処分 40
株式交換による変
動 287
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） △10 △10 △11 △22

当期変動額合計 △10 △10 △11 5,896
当期末残高 102 102 124 41,496
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個別注記表
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
１．資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券の評価基準及び評価方法

① 満期保有目的の債券 償却原価法(定額法)
② 子会社株式及び関連
会社株式

移動平均法による原価法

③ その他有価証券
市場価格のない株式
等以外のもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純
資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)

市場価格のない株式
等

移動平均法による原価法

なお、投資事業有限責任組合及びこれに類する組合への出資（金融商品取引法第２
条第２項により有価証券とみなされるもの）については、組合契約に規定される決算
報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方
法によっております。

（2）棚卸資産の評価基準及び評価方法
貯 蔵 品 最終仕入原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法)
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２．固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産
（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、建物（附属設備を除
く）並びに2016年４月１日以後に取得した建物附属設備及び
構築物については、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建 物 ８年～25年
器具及び備品 ２年～20年
また、2007年３月31日以前に取得したものについては、償
却可能限度額まで償却が終了した翌年から５年間で均等償却す
る方法によっております。

（2）無形固定資産
（リース資産を除く）

定額法を採用しております。なお、ソフトウェア（自社利
用）は、性質に応じて利用可能期間を５年と見込んでおりま
す。

（3）リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法に

よっております。

３．引当金の計上基準
（1）貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に
回収の可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

（2）賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込
額のうち当事業年度の負担額を計上しております。

（3）役員賞与引当金 役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額の
うち当事業年度の負担額を計上しております。

（4）株式給付引当金 株式給付規則に基づく従業員の当社株式の給付に備えるた
め、当事業年度末における株式給付債務の見込額に基づき計上
しております。
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４．重要な収益及び費用の計上基準
当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及
び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであ
ります。
① 国内求人サイト
国内求人サイトは、正社員・派遣社員等の採用需要がある顧客に対して、当社グループ

が運営する求人サイトへの広告掲載サービスを提供することにより、顧客から広告掲載料
を得ております。求人サイトへの広告掲載については、契約期間にわたりサービスを提供
するものであるため、時の経過に応じて履行義務が充足されると判断し、当該契約期間で
按分して収益を認識しております。

② 国内人材紹介
国内人材紹介は、社員の中途採用の需要がある顧客に対して、転職希望者を紹介する人

材紹介サービスを提供することにより、顧客から紹介料を得ております。顧客への人材紹
介については、転職希望者の入社を成立させる成果報酬型のサービスを提供するものであ
るため、転職希望者が入社をした時点で履行義務が充足されると判断し、収益を認識して
おります。

③ HR-Tech
HR-Techは、主に自社採用ホームページ制作等の無償サービスの提供に付随した採用支
援ツールの利用により、顧客から利用料を得ております。採用支援ツールの利用について
は、契約に基づき当ツールの利用頻度に応じて請求をするものであるため、利用された時
点で履行義務が充足されると判断し、収益を認識しております。
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（会計方針の変更）
（収益認識に関する会計基準等の適用）
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識
会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧
客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識す
ることとしております。これにより、当社グループの求人広告の掲載事業において、従来、顧
客から受け取る対価の総額を一時点で収益を認識しておりましたが、一定の期間にわたり履行
義務を充足するにつれて収益を認識する方法に変更しております。また、従来、代理店を通し
た求人広告の掲載等の取引は純額で収益を認識しておりましたが、当社グループが本人に該当
する場合は総額で収益を認識する方法に変更しております。
収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過

的な取扱いに従っており、当事業年度期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積
的影響額を、当事業年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適
用しております。
この結果、当事業年度の損益計算書は、売上高は2,046百万円増加し、販売費及び一般管理

費は2,543百万円増加し、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益はそれぞれ496百万円減
少しております。また、利益剰余金の当期首残高は1,098百万円減少しております。
なお、収益認識会計基準第89-３項に定める経過的な取扱いに従って、前事業年度に係る

「収益認識関係」注記については記載しておりません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算

定会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金
融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44－２項に定める経
過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を将来にわたって適用す
ることとしております。なお、計算書類に与える影響はありません。
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（重要な会計上の見積り）
会計上の見積りは、計算書類作成時に入手可能な情報に基づいて合理的な金額を算出してお
ります。当事業年度の計算書類に計上した会計上の見積りによる金額のうち、翌事業年度の計
算書類に重要な影響を及ぼすリスクがある項目は以下のとおりです。

関係会社株式の評価
当事業年度の計算書類に計上した金額及びその他の情報
① 算出方法
当社は、当事業年度において、関係会社株式のうち１社（帳簿価額593百万円）につい
て、株式の超過収益力等反映前の実質価額が取得原価に比べて50%超下落しております
が、将来の事業計画等をもとに一定期間経過後に回復可能性があると判断していることか
ら関係会社株式の評価減をしておりません。
② 主要な仮定
関係会社株式の評価にあたり、回復可能性を判断した将来の事業計画は、取締役会が承
認した事業計画をもとに作成しており、事業計画における主要な仮定は、成約単価及び成
約件数となっております。
③ 翌事業年度の計算書類に与える影響
事業計画に含まれる主要な仮定は見積りの不確実性が高く、これらの主要な仮定に変更
が生じた場合には、当初見込んでいた収益が得られず、翌事業年度における関係会社株式
の評価に重要な影響を与える可能性があります。

（追加情報）
連結計算書類「連結注記表（追加情報）」に記載した内容と同一であります。
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（貸借対照表に関する注記）
１．有形固定資産の減価償却累計額 779百万円

２．関係会社に対する金銭債権又は金銭債務
短期金銭債権 321百万円
長期金銭債権 1,550百万円
短期金銭債務 17百万円

（損益計算書に関する注記）
関係会社との取引高
営業取引による取引高

売上高 123百万円
売上原価 50百万円
販売費及び一般管理費 93百万円

営業取引以外の取引高
営業外収益 2,488百万円
営業外費用 4百万円
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（株主資本等変動計算書に関する注記）
自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の
株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末の
株式数

普 通 株 式 4,923,672株 109株 128,404株 4,795,377株

合 計 4,923,672株 109株 128,404株 4,795,377株
（注）１．当事業年度期首及び当事業年度末の自己株式数には、信託が保有する自社の株式が、それぞれ

2,384,400株、2,347,500株含まれております。
２．自己株式の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。
３．自己株式の減少は、ストックオプションの行使、信託が保有する株式の給付及び第三者割当による
自己株式の処分によるものであります。

2022年06月03日 13時10分 $FOLDER; 30ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



― 30 ―

（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
（繰延税金資産）
関係会社株式評価損 422百万円
賞与引当金 235百万円
貸倒引当金 117百万円
未払事業税 62百万円
投資有価証券評価損 490百万円
株式給付引当金 130百万円
資産除去債務 52百万円
減価償却費 22百万円
その他 133百万円
繰延税金資産小計 1,667百万円
評価性引当額 △953百万円
繰延税金資産合計 714百万円
（繰延税金負債）
その他有価証券評価差額金 △6百万円
資産除去債務に対応する除去費用 △45百万円
繰延税金負債合計 △51百万円
繰延税金資産の純額 662百万円
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（関連当事者との取引に関する注記）
子会社等

属性 会社等の名
称

資本金又
は出資金
(百万円)

事業の
内容

議決権等
の所有割
合(％)

関 連 当
事 者 と
の関係

取引の
内容

取引金額
(百万円) 科目 期末残高

(百万円)

子会社
エンワール
ド・ジャパ
ン㈱

65 人材紹介
人材派遣

直接
100％

役 員 の
兼任

資金の
返済(注) 2,400

‐ -支払利息
(注) 4

（注）資金の借入については、市場金利を勘案して利息を合理的に決定しており、取引金額については資金の
借入残高の純増減額を記載しております。なお、担保の提供はありません。

（収益認識関係）
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結計算書類「連結注記

（収益認識関係）」に同一の内容を記載しているので、注記を省略しております。

（１株当たり情報に関する注記）
１株当たり純資産額 921円00銭
１株当たり当期純利益金額 163円61銭
（注） 株主資本において、自己株式として計上されている信託に残存する自社の株式は、１株当たり当期

純利益金額の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式数に含めており、また、１
株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式数に含めております。
なお、１株当たり当期純利益金額の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は2,364,732
株であり、また、１株当たり純資産額の算定上、控除した当該自己株式の期末株式数は2,347,500
株であります。

（連結配当規制適用会社に関する注記）
当社は連結配当規制の適用会社であります。

2022年06月03日 13時10分 $FOLDER; 32ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）


